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育成就労制度・特定技能制度の概要

育成就労制度
｢育成就労産業分野（育成就労制度の受入れ分野）」（※）において、我が国での３年間の就労を
通じて特定技能１号水準の技能を有する人材を育成するとともに、当該分野における人材を確保すること
を目的とする制度。（令和9年改正法施行）
（※）特定産業分野（特定技能制度の受入れ分野）のうち就労を通じて技能を修得させることが相当なもの。

特定技能制度
深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人
材を確保することが困難な状況にある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外
国人を受け入れるための制度。（平成31年創設）

我が国が外国人から「選ばれる国」となり、我が国の産業を支える人材を適切に確保するため、法改正(※)
により技能実習制度を発展的に解消して人材育成と人材確保を目的とする育成就労制度を創設し、こ
れまで技能実習制度において指摘されてきた課題を解消するとともに、育成就労制度と特定技能制度に
連続性を持たせることで、外国人が我が国で就労しながらキャリアアップできる分かりやすい制度を構築し、
長期にわたり我が国の産業を支える人材を確保することを目指すこととなった。
（※）出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一
部を改正する法律（令和６年６月２１日)

（参考）技能実習制度
国際貢献のため、開発途上国等の外国人を日本で一定期間（最長5年間）に限り受け入れ、OJTを
通じて技能を移転する制度。人材確保の手段でない旨法定。（平成５年創設）
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